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令和３年度甲良町当初予算概要 
 

（単位︓千円、％） 

※各特別会計の予算額については３ページに記載 

１．令和３年度一般会計予算のポイント 
令和３年度の予算については、⑴団体自治 ⑵住⺠自治を軸に「みんなでまちづくり」という⾏政運営の基

本を前提として下記の重点事業を中心に予算編成を⾏いました。 
 

① 新型コロナウイルス感染症対策とポストコロナ時代を⾒据えた施策構築 
新型コロナウイルス感染症ワクチン接種体制を構築し、令和３年度において、緊急・最優先事業として
取り組む。また、新しい生活様式を確⽴する⽀援事業を推進する。 
 
 

② 「甲良町新総合計画」に基づく施策構築 
町の将来像である《せせらぎのように美しく、一人ひとりが輝くまち》の実現をめざすため、総合計画に掲げ
る５つの基本目標に基づき施策を構築する。 
 
 

③ 「甲良町まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づく人⼝減少対策 
本町における人⼝減少対策について、各所属において総合戦略に掲げる施策の中から選択した重点プ
ロジェクトに基づき人⼝減少対策、地方創生の推進を図る。 
 
 

④ 財政健全化の推進 
⾏政改⾰を進め、町財政の持続性・安定性の確保を図る。具体的には、職員一人ひとりが、高いコスト
意識を持ち、直⾯する課題に対して積極的に対応しつつも、無駄を省き、創意・⼯夫に努め持続可能な
財政基盤の確⽴に向け、財政健全化の取組を一層進める。 

 令和３年度 令和２年度 増減 増減率 

一般会計 4,005,770 4,060,579 ▲ 54,809 ▲ 1.3 

特別会計 1,775,548 2,009,393 ▲ 233,845 ▲ 11.6 

公営企業会計 915,137 923,961 ▲ 8,824 ▲ 1.0 

合計 6,696,455 6,993,933 ▲ 297,478 ▲ 4.3 
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⑤ ＩＣＴ教育の推進 
令和 2 年度において、ＩＣＴ教育を推進するため、各学校のネットワーク環境を整備し、また小学生・中
学生全員を対象にタブレットを購入した。令和３年度では子どもの創造性を育むことなどを目的とした
ICT 教育を推進する。 

 
 

 
令和３年度一般会計当初予算について、歳入においては基⾦繰入⾦を除く額は約３５億８千７百７

３万円とし、前年⽐１億６千２百１８万円の減となりました。 
内訳としては、まず一般財源では、町税では全体として約４千３百万円の減となり、地方譲与税や県交

付⾦については国や県の推計値を参考に約８８万円の微増となった。また、地方交付税においては臨時財
政対策債について４千万円の増となり、普通交付税の試算値が当初予算ベースでは５千６百万の増とな
るため、実質的な普通交付税は９千６百万円の増となった。 

また、特定財源では、事業の規模により国庫⽀出⾦は約５百万円の増、県⽀出⾦については約３千６
万円の減、臨時財政対策債を除く町債（事業債）については約９千７百万円の減として計上しました。
（その他歳入増減については４ページに記載） 

 
一方歳出では、予備費を除く予算は約４０億１百７７万円で、前年⽐５千５百１１万円の減となり

ました。 
その内訳として、電子計算管理事業（約３千８百万円増）、予防接種事業（約２千２百万円増）

と、ため池整備事業（約４千３百万円減）、教育施設整備費（約４千２百万円減）などによるもので
す。（その他歳出増減については５ページに記載） 

また、歳入歳出の差し引きでさらに不⾜する約４億１千８百４万円を財政調整基⾦その他の基⾦の取
崩で確保しています。（各基⾦繰入額は６ページ参照） 

こうした結果、令和３年度当初予算は、４０億５百７７万円と対前年５千４百８１万円減（１．
３％減）となりました。 

国県の補助分等を除くと町税を主として依然歳入不⾜は⼤きく、財政調整基⾦取崩し額についても昨年
度より約３千万増となり、一層の経費削減、効率的な⾏政の推進に尽⼒するよう職員一同に求めているとこ
ろです。このような財政状況を踏まえ、「甲良町第三次財政健全化計画」はさけて通れず、今後も持続可能
となる⾏財政運営に資するため、財政健全化に取り組みます。 
 



会計 令和３年度　(A） 令和２年度　(B） 増減(C) (A)-(B) 　増減率　(C)/(B)

一般 4,005,770 4,060,579 ▲ 54,809 ▲ 1.3

810,144 932,372 ▲ 122,228 ▲ 13.1

83,058 80,562 2,496 3.1

880,955 871,918 9,037 1.0

1,391 6,854 ▲ 5,463 ▲ 79.7

0 112,788 ▲ 112,788 ▲ 100.0

0 4,899 ▲ 4,899 ▲ 100.0

1,775,548 2,009,393 ▲ 233,845 ▲ 11.6

661,284 664,464 ▲ 3,180 ▲ 0.5

　　　　　　　　　　　　収　益 327,337 340,262 ▲ 12,925 ▲ 3.8

　　　　　　　　　　　　資　本 333,947 324,202 9,745 3.0

253,853 259,497 ▲ 5,644 ▲ 2.2

　　　　　　　　　　　　収　益 182,929 188,931 ▲ 6,002 ▲ 3.2

　　　　　　　　　　　　資　本 70,924 70,566 358 0.5

915,137 923,961 ▲ 8,824 ▲ 1.0

6,696,455 6,993,933 ▲ 297,478 ▲ 4.3

公
　
営
　
企
　
業
　
会
　
計

下 水 道 事 業 会 計

水 道 事 業 会 計
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国 ⺠ 健 康 保 険 特 別 会 計

後 期 高 齢 者 医 療 事 業 特 別 会 計

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計

会　計　区　分

墓 地 公 園 事 業 特 別 会 計

（
当

初
予

算
案

概
要

）

特別会計予算合計

（単位︓千円、▲減、率％）

特
　
別
　
会
　
計

総　予　算　合　計

一 般 会 計

公営企業会計予算合計

住 宅新 築資 ⾦等 貸付 事業 特別 会計

土 地 取 得 造 成 事 業 特 別 会 計

令和３年度　当初予算会計別総括表



一般会計当初予算増減一覧 （単位︓千円、％）
R3 R2 増減額 増減率

1 町税 810,052 853,068 △ 43,016 △ 5.0
　個⼈町⺠税 259,373 266,995 △ 7,622 △ 2.9
　法⼈税 29,169 66,458 △ 37,289 △ 56.1
　固定資産税 451,239 448,887 2,352 0.5
　その他の町税 70,271 70,728 △ 457 △ 0.6

2 地方譲与税 35,688 35,688 0 0.0
3 利⼦割交付⾦ 480 600 △ 120 △ 20.0
4 配当割交付⾦ 2,280 2,200 80 3.6
5 株式等譲渡所得割交付⾦ 2,840 1,400 1,440 102.9
6 法⼈事業税交付⾦ 6,880 2,797 4,083 146.0
7 地方消費税交付⾦ 130,715 131,000 △ 285 △ 0.2
8 環境性能割交付⾦ 3,040 4,325 △ 1,285 △ 29.7
9 地方特例交付⾦ 3,800 2,920 880 30.1
10 地方交付税 1,666,000 1,600,000 66,000 4.1

　普通交付税 1,306,000 1,250,000 56,000 4.5
　特別交付税 360,000 350,000 10,000 2.9

11 交通安全対策特別交付⾦ 991 1,037 △ 46 △ 4.4
12 分担⾦及び負担⾦ 13,225 12,909 316 2.4
13 使⽤料及び⼿数料 20,449 24,431 △ 3,982 △ 16.3
14 国庫⽀出⾦ 297,834 292,635 5,199 1.8 地方創⽣臨時交付⾦+46.9　新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担⾦+21.9

社会資本整備交付⾦+7.6　他　計101.6百万円増
カーボンマネジメント強化事業補助⾦△53.3　地籍調査事業補助⾦△5.7
公⽴学校情報通信ネットワーク環境施設整備補助⾦△31.1　他　計96.4百万円減

15 県⽀出⾦ 236,289 272,433 △ 36,144 △ 13.3 衆議院議員選挙費委託⾦+8.0　地籍調査事業補助⾦+5.6
住宅新築資⾦等貸付助成事業補助⾦+5.3　他　計29.5百万円増
農村地域防災減災事業補助⾦△49.0　福祉医療費補助⾦△5.1
国勢調査△3.1　強い農業・担い⼿づくり総合⽀援交付⾦△2.2　他　計65.6百万円減

16 財産収入 12,609 18,463 △ 5,854 △ 31.7
17 寄付⾦ 60,100 60,100 0 0.0
18 繰入⾦ 422,642 403,527 19,115 4.7

　うち基⾦繰入⾦ 418,042 310,671 107,371 34.6

19 繰越⾦ 40,000 40,000 0 0.0
20 諸収入 91,256 95,746 △ 4,490 △ 4.7

21 町債 148,600 205,300 △ 56,700 △ 27.6
　臨時財政対策債 129,000 89,000 40,000 44.9
　その他事業債 19,600 116,300 △ 96,700 △ 83.1

4,005,770 4,060,579 △ 54,809 △ 1.3
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R3調定⾒込に対する県推計伸び率に基づく

R3調定⾒込に対する県推計伸び率に基づく

基準財政収入額試算値の減による

保育料+0.4　広域入所保育料△0.1　他
住宅使⽤料△4.1　居住介護⽀援事業⼿数料　+0.6　他

増

減

増

（
当

初
予

算
案

概
要

）
歳　　　入 主な増減内容（単位︓百万円）

軽⾃動⾞税-0.37　たばこ税-0.08
R3調定⾒込に対する県推計伸び率に基づく
R3調定⾒込に対する県推計伸び率に基づく
R3調定⾒込に対する県推計伸び率に基づく
R3調定⾒込に対する県推計伸び率に基づく

R3調定⾒込に対する県推計伸び率に基づく

減

個⼈住⺠税減収補填特例交付⾦　+0.5　普通交付税措置変更による増

合　　計

改良住宅譲渡処分収入△3.9　不動産売払収入△0.7　他
前年並
基⾦繰入⾦+107.4　⼟地取得会計繰入⾦△4.9　住宅新築資⾦会計繰入⾦△83.4　
財政調整基⾦繰入⾦+30.0　ふるさと応援基⾦繰入⾦+65.8　教育施設整備基⾦繰入⾦+11.6

前年並
新築資⾦（滞納繰越分）+5.1　第一保育園職員給⾷費+1.4　第⼆保育園職員給⾷費+1.0
県営事業にともなう補償⾦△4.1　コミュニティ事業助成⾦△1.4　延滞⾦（住宅使⽤料）△1.4　他

算定内容変更による増
学校教育施設等整備事業債△59.7　公共事業等債△8.9
　道路等整備事業債△9.6　カーボンマネジメント強化事業債△18.5



R3 R2 増減額 増減率 主な増減内容（単位︓百万円）
1 議会費 63,974 64,569 △ 595 △ 0.9 議員年⾦制度廃⽌に伴う負担⾦△0.5　他
2 総務費 797,024 751,591 45,433 6.0

3 ⺠⽣費 1,230,730 1,247,980 △ 17,250 △ 1.4

4 衛⽣費 339,976 293,482 46,494 15.8

5 労働費 1,659 1,602 57 3.6
6 農林⽔産業費 98,989 167,996 △ 69,007 △ 41.1

7 商工費 39,786 29,076 10,710 36.8

8 ⼟木費 421,458 439,878 △ 18,420 △ 4.2

9 消防費 180,978 144,633 36,345 25.1

10 教育費 519,384 569,260 △ 49,876 △ 8.8

11 災害復旧費 25 25 0 0.0
12 公債費 307,456 346,494 △ 39,038 △ 11.3 定時償還の減
13 諸⽀出⾦ 331 293 38 13.0
14 予備費 4,000 3,700 300 8.1

4,005,770 4,060,579 △ 54,809 △ 1.3

（
当

初
予

算
案

概
要

）

- 5 -

（単位︓千円、％）
歳　　　出

⾃⽴⽀援介護等給付費負担⾦+10.1　庁舎改修工事△46.1　福祉医療費△12.3　広域連合
負担⾦△6.3　甲良町児童クラブ運営業務委託+32.8　他

上⽔道事業会計繰出⾦+17.9　彦愛⽝広域⾏政組合中継施設管理運営負担⾦+11.5　医師
報償+8.4　蛍光灯器具取り外し工事△5.3　彦根愛知⽝上広域⾏政組合負担⾦（投棄場）△
4.8　他

合　　計

除草工事+6.5　測量設計委託△49.0　電気工事△9.1　県営⽝上川地区⼟地改良事業負担
⾦△4.8　農業振興地域整備計画作成業務委託△4.0　他

改良住宅切り離し補償△2.4　道路維持補修+6.4　公園等施設管理委託+4.9　甲良町耐震改
修促進計画更新業務委託+4.5　住新会計事務費分繰出△26.1　町道新設改良費△14.3　環
境改善整備費△3.5　他

施設修繕工事+18.4　ＩＣＴ⽀援員派遣業務委託+8.4　システム整備業務委託△62.3　公⺠
館改修工事△15.1　施設備品購入△12.7　他

消防事務委託+25.7　甲良町総合防災センター設計業務委託+10.0　甲良町総合防災訓練事
業委託+3.1　町総合防災マップ作成業務委託△6.3　他

甲良町新しい⽣活・産業様式確⽴⽀援交付⾦+20.0　せせらぎ夏まつり事業委託△3.7　町観光
協会補助⾦△2.0　他

電算機器購入費+27.2　施設修繕工事+21.5　システム整備業務委託+18.4　⾏政⼿続整備
⽀援業務委託+6.5　投開票事務報償+5.0　設計監理委託+4.1
庁舎改修工事△14.7　公共施設個別施設計画策定業務委託△12.2　甲良町まちづくり総合補
助⾦△5.7　地域づくり負担⾦△5.6　例規執務サポートシステム業務委託△4.5　映像機器購入費
△3.2　他



１．会計別地方債現在高見込 （単位：千円）

※令和３年度発行予定額には令和２年度からの繰越明許見込み分含む

２．会計別基金残高見込 （単位：千円）

R3繰入見込額 R3積立見込額

80

22

28

100

200

60,180

1

40,000

11,676

725

20,000

20,000

67,960

546

1,963,178

0

1,963,178

3,423,374

566,425

3,989,799

5,952,977

会計区分

一般会計

住新会計

普通会計 計

下水道会計

上水道会計

公営企業 計

合計

0

2,293,625

3,718,346

636,485

4,354,831

6,648,456

R2末残高見込R1末残高

2,293,625

123,282

149,452

減債基金

12,013

14,090

90,701

123,482

204,632

5,569

合計 888,233

上水道基金 275,519

特別・企業会計 計 358,820

275,519

348,772

1,177,552

275,519

368,805

1,254,895

0

10,001

428,589

0

16

61,927

介護運営基金 20,233

下水道基金 9,209

20,218

19,185 19,209

0

10,000

15

0

20,218

196,852

国保財政調整基金 53,859

5,024

普通会計 計 529,413

墓地公園管理基金 1,269

828,780

33,850

ふるさと応援基金

61,911

1

418,588

1

886,090

53,859

4,794

福祉基金 103,682

359

13,393

ふるさと基金 70,801

44,714

区    分 R3末残高見込

財政調整基金 134,508

R2末残高見込

390,889 257,681 1,300

教育施設整備基金

⻘少年育成基金

R1末残高

393,489

44,634

11,991

14,062

90,601

3,754,395

5,572,604

3,258,387

496,008

134,200

0

134,200

282,800

299,187

70,417

369,604

663,173

1,818,209

R3末残高見込

1,818,209148,600

0

148,600

R3発行予定額R3元金償還額

293,569

0

293,569

0
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令和３年度甲良町一般会計予算財源内訳

予算額 構成比 予算額 構成比 予算増減 構成比
町税 810,052 20.3％ 853,068 21.0％ ▲ 43,016 ▲ 0.7P
分担金及び負担金 13,225 0.3％ 12,909 0.3％ 316 0.0P
使用料及び手数料 20,449 0.5％ 24,431 0.6％ ▲ 3,982 ▲ 0.1P
財産収入 12,609 0.3％ 18,463 0.5％ ▲ 5,854 ▲ 0.2P
寄付金 60,100 1.5％ 60,100 1.5％ 0 0.0P
繰入金 422,642 10.6％ 403,527 9.9％ 19,115 0.7P
繰越金 40,000 1.0％ 40,000 1.0％ 0 0.0P
諸収入 57,956 1.4％ 55,885 1.4％ 2,071 0.0P

小計 1,437,033 35.9％ 1,468,383 36.2％ ▲ 31,350 ▲ 0.3P
繰入金以外 1,014,391 25.3％ 1,064,856 26.6％ ▲ 50,465 ▲ 1.3P

地方譲与税 35,688 0.9％ 35,688 0.9％ 0 0.0P
利子割交付金 480 0.0％ 600 0.0％ ▲ 120 0.0P
配当割交付金 2,280 0.1％ 2,200 0.1％ 80 0.0P
株式等譲渡所得割交付金 2,840 0.1％ 1,400 0.0％ 1,440 0.1P
法人事業税交付金 6,880 0.2％ 2,797 0.1％ 4,083 0.1P
地方消費税交付金 130,715 3.3％ 131,000 3.2％ ▲ 285 0.1P
環境性能割交付金 3,040 0.1％ 4,325 0.1％ ▲ 1,285 0.0P
地方特例交付金 3,800 0.1％ 2,920 0.1％ 880 0.0P
地方交付税 1,666,000 41.5％ 1,600,000 39.4％ 66,000 2.1P
交通安全対策特別交付金 991 0.0％ 1,037 0.0％ ▲ 46 0.0P
国庫支出金 297,834 7.4％ 292,635 7.2％ 5,199 0.2P
県支出金 236,289 5.9％ 272,433 6.7％ ▲ 36,144 ▲ 0.8P
諸収入 33,300 0.8％ 39,861 1.0％ ▲ 6,561 ▲ 0.2P
町債 148,600 3.7％ 205,300 5.0％ ▲ 56,700 ▲ 1.3P

小計 2,568,737 64.1％ 2,592,196 63.8％ ▲ 23,459 0.3P

4,005,770 100.0％ 4,060,579 100.0％ △ 54,809
※端数処理の関係による数値ずれあり

（
当
初
予
算
案
概
要
）
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比較Ｒ3 Ｒ2
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自
主
財
源



令和３年度当初予算説明書 

課名【  総務課  】 

(№１) 

事 業 名 甲良町総合防災センター設計業務  （予算書 71 ページ） 

事業内容 令和３年度予算額 10,000 千円 

 

（仮）甲良町危機管理センター基本設計の見直し 7,000 千円 

建物・外構 5,500 千円  

  周辺整備  1,500 千円 （役場敷地全体のレイアウト見直し） 

 

倉庫の詳細設計の見直し 3,000 千円 （西側倉庫の代替倉庫、 

                   ゴミステーション、防災倉庫） 

 

 

《過年度との比較》 

 

新規事業 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【  総務課  】 

(№２) 

事 業 名 行政手続整備支援業務委託  （予算書 31 ページ） 

事業内容 ・例規に基づく行政手続等における書面規制、押印、対面規制の見直しを図

る。 

・行政手続条例に基づく審査基準を整備する。 

 

 書面規制、押印、対面規制の見直し業務 4,950 千円 

 行政手続制度（審査基準）支援業務   1,540 千円 

《過年度との比較》 

 

 新規事業 

(№３) 

事 業 名 安定ヨウ素剤購入費  (予算書 71 ページ) 

事業内容 原子力発電所事故に備え、万が一、高濃度の放射性物質が拡散した場合に、

速やかに服用できるよう安定ヨウ素剤を購入する。令和３年度については、

中学生以下の子どもの分を購入し、町内教育施設に配備する。 

 

錠剤(３歳以上～中学生)  単価 10 円×2,000 錠×1.10＝22 千円 

ゼリー１６．３㎎(新生児) 単価 299 円×100 包×1.10＝33 千円 

ゼリー３２．５㎎(乳幼児) 単価 1,708 円×200 包×1.10＝376 千円 

《過年度との比較》 

 

 新規事業 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【 企画監理課 】 

(№１) 

事 業 名 ふるさと納税推進事業  （予算書 33 ページ） 

事業内容 町のまちづくりに共感を持つ方の寄付金を財源として、多くの方々の参画

による個性豊かな活力あるふるさとづくりを推進する。 

 

（業務内容）寄付者への返戻品及び発送業務、サイト運営（ふるさとチョイ

ス、auPAY、楽天ふるさと、ふるなび） 

 

令和３年度予算 委託料 24,695 千円 システム使用料 3,774 千円 

 

《過年度との比較》 

令和元年度決算   委託料 21,680 千円  システム使用料 2,452 千円 

令和２年度予算  委託料 27,350 千円  システム使用料 2,995 千円 

 

 

 

(№２) 

事 業 名 電算機器購入費  (予算書 34 ページ) 

事業内容 電算機器の更新費用について、保証期間を大幅に超えないように機器を選

定し更新をしていく。 

 

令和３年度予算  35,750 千円（デスクトップパソコン 4 台、ノートパソ

コン 66 台、プリンタ 18 台、サーバー機 1 台） 

《過年度との比較》 

令和元年度決算  9,513 千円 パソコン 55 台更新 

令和２年度予算  12,285 千円 プリンタ 21 台更新 

 



令和３年度当初予算説明書 

課名【 企画監理課 】 

(№３) 

事 業 名 ホームページ更新システム整備業務委託  （予算書 31 ページ） 

事業内容 令和４年度でホームページ保守が終了するため、新しくホームページを構

築するもの。通常業務で使用している情報系のパソコンからも更新がで

き、随時に情報更新ができるホームページを導入する。 

 

令和３年度予算額 3,328 千円 

《過年度との比較》 

 

 新規事業 

 

(№４) 

事 業 名 情報セキュリティマネジメント構築支援業務  （予算書 33 ページ） 

事業内容 情報公開事務の手引書の改定支援業務 

情報公開請求時の取扱い及び解釈について、手引きとして作成する。 

現在の手引書が平成１５年から更新されておらず、引用条例についても当

時より更新していないため特に必要である。 

 

令和３年度予算額 1,815 千円 

《過年度との比較》 

 

 新規事業 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【 企画監理課 】 

 (№５) 

事 業 名 システム使用料（Ｌｉｎｙ使用料）  （予算書 34 ページ） 

事業内容 Ｌｉｎｙ使用料 

初期構築、初期費用（１２００千円）は県負担とし、県内市町が共同利用

できるよう取りまとめて、導入する。 

甲良町のＬＩＮＥ公式アカウントを使用し、新型コロナウイルス情報やイ

ベント情報などを町民にいち早く発信できる。 

 

令和３年度予算額 924 千円 

《過年度との比較》 

 

 新規事業 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【 住民課 】 

 (№１)  

事 業 名 戸籍システム改修委託  （予算書 38 ページ） 

事業内容 令和３年度予算額  3,077 千円 

①戸籍システム符号取得関連作業      726 千円 

②戸籍システム副本全件送信作業対応業務  660 千円 

③戸籍附票ＡＰ適用作業対応業務      1320 千円 

④コンビニ交付戸籍関係改修対応業務    371 千円 

《過年度との比較》 

・令和２年度決算見込 5,613 千円 

本人確認書類裏書印刷プリンター機器購入     

デジタル手続法・戸籍法改正に伴うシステム改修 

  戸籍法改正に伴う戸籍情報システム改修 

 

(№２) 

 

 

 

事 業 名 国民年金システム変更業務委託  （予算書４６ページ） 

事業内容 令和３年度予算額  521 千円 

令和２年税制改正により「ひとり親控除」が創設されるとともに寡婦控除

等の対象範囲の見直しが行われたことに伴い国民年金法施行令等を改正

された。 

主なシステム改修対応業務として 

①特別寡婦控除の廃止 

②ひとり親控除を適応する 

③国民年金保険料の申請全額免除基準の対象にひとり親を加える 

６町クラウドでおこなう。 

《過年度との比較》 

 

新規事業 



令和３年度当初予算説明書 

課名【 住民課 】 

 (№３) 

事 業 名 高齢者健康づくり事業委託  （予算書 48 ページ） 

事業内容 令和３年度予算額  677 千円 

後期高齢者広域連合からの基盤整備推進事業費補助金が財源。 

後期高齢者７５歳を対象として、「生き生きシニア７５事業」を年３回実施

内容は、後期高齢医療制度・介護保険制度の説明、専門職による高齢期の

運動・口腔・栄養についての講義と体力測定の実施し高齢期の健康づくり

を推進し健康寿命の延伸を図ることを目的に包括支援センターと協力し実

施する。※努力者支援ポイントによる交付金が見込める。 

《過年度との比較》 

令和２年度新規事業としていたが新型コロナウイルスの関係で中止し見送り事業と

した。 

 

(№４) 

事 業 名 ＰＣＢ運搬業務委託  （予算書５８ページ） 

事業内容 令和３年度予算額 814 千円 

令和２年度に中間貯蔵・環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）へ荷姿登録

を完了し現在、町内施設２か所に保管している高濃度ＰＣＢ廃棄物につい

て、最終処分施設であるＪＥＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理施設への収集運搬業

務を委託する 

《過年度との比較》 

 

新規事業 

 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【 住民課 】 

(№５) 

事 業 名 ＰＣＢ処理業務委託  （予算書５８ページ） 

事業内容 令和３年度予算額 4,885 千円 

令和２年度に中間貯蔵・環境安全事業株式会社（ＪＥＳＣＯ）へ荷姿登録

を完了し現在、町内施設２か所に保管している高濃度ＰＣＢ廃棄物につい

て、最終処分施設であるＪＥＳＣＯ北九州ＰＣＢ処理施設での最終処分業

務を委託する 

《過年度との比較》 

 

新規事業 

 

 

 (№６) 

事 業 名 自動車騒音面的評価業務委託  （予算書５８ページ） 

事業内容 令和３年度予算額 1,507 千円 

騒音規制法第１８条第１項に準じて、甲良町内の主要幹線道路を対象とし

て自動車騒音の状況の常時監視を５年に１度実施し報告する。「騒音にか

かる環境基準について」の達成状況等を把握するもの。 

※法定受託業務（知事の権限に属する事務の処理の特例に関する条例第２

条の規定） 

 

《過年度との比較》 

 

新規事業 

 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【 住民課 】 

(№７) 

事 業 名 倉庫整備工事費 （予算書５９ページ） 

事業内容 令和３年度予算額 1,201 千円 

役場玄関で無償回収している小型家電・廃電池・蛍光灯・廃油・ライター

について、回収用物置を敷地内に設置するための工事費 

《過年度との比較》 

 

新規事業 

 

 

 (№８) 

事 業 名 彦愛犬広域行政組合中継施設管理運営負担金  （予算書 59 ページ） 

事業内容 令和３年度予算額 11,498 千円 

（1 市 4 町負担金総額 148,747 千円×甲良町負担割合（7.73%）） 

中山投棄場の閉鎖により、令和３年４月１日から新たに一般廃棄物中継基

地（小八木中継基地）が設置されることに伴い、彦根愛知犬上広域行政組

合が共同処理する事務として、その運営費を各市町負担割合（均等割・ 人

口割・利用割）に応じ負担するもの。 

《過年度との比較》 

 

新規事業 

 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【 住民課 】 

(№１) 

 

(№２) 

 

  

事 業 名 国保特別会計 パソコン保守委託  （予算書１１ページ）  

事業内容 データ標準レイアウト改訂版対応業務 

令和３年度データ標準レイアウト改訂対応 

 

《過年度との比較》 

・令和２年度 当初  1,721 千円   決算 1,688 千円  （10/10 補助） 

・令和３年度 当初  1,056 千円  

 

事 業 名 システム利用負担金（予算書１１ページ）  

事業内容 オンライン資格確認等システム利用負担金  

オンライン資格確認に伴う国保中央会への運営負担金 39 千円 

 

療養給付費等負担金申請用プログラム作成にかかる負担金 175 千円 

療養給付費等負担金の申請事務の軽減・ミスの防止のため 

県が国保連合会とプログラムを作成するための負担金 

（県２号繰入金で 10/10 財政支援） 

《過年度との比較》 

 

新規事業 



令和３年度当初予算説明書 

課名【 保健福祉課 】 

(№１) 

事 業 名 地域福祉計画策定業務委託  （予算書 41 ページ） 

事業内容 社会福祉法第６条（福祉サービスの提供体制の確保等に関する国及び地方

公共団体の責務）、第１０７条（市町村地域福祉計画）に基づき、住民の福

祉の増進、地域福祉の推進に関し必要な措置を講じなければならないとさ

れている。現行計画では、平成３０年度から令和４年度までの５ヶ年計画

となっており、令和５年度からの計画実施への準備に入る。 

令和３年度では地域現状把握、ニーズ調査を実施し、令和４年度にはニー

ズ調査を踏まえた、課題の検討、次期計画(５年間)の策定に向けて取り組

んでいく。 

《過年度との比較》  

【過去の実績】 平成２８年度事業費(ニーズ調査)   1,653 千円 

平成２９年度事業費(計画策定等)   2,646 千円 

              合計 4,299 千円 

【令和３年度予算】 ニーズ調査費等         2,035 千円 

【令和４年度予算】 計画策定に係る費用等      3,014 千円 

                       合計 5,049 千円（債務負担） 

 

(№２) 

事 業 名 新型コロナウイルスワクチン接種事業 （予算書 56～57 ページ） 

事業内容 新型コロナウイルス感染症に係る臨時の予防接種を行う。令和３年４月か

ら１６歳以上の住民を対象に実施する。 

※１人につき、２回筋肉内に注射 

接種は、当面集団接種とし、甲良町保健福祉センターを会場として高齢者

（６５歳以上）の方から実施する。この予防接種は、予防接種法により強

制するものではなく努力義務となっている。 

《過年度との比較》 

【令和２年度予算】 

・新型コロナウイルスワクチン接種体制整備事業 33,835 千円（繰越） 

【令和３年度予算】 

・新型コロナウイルスワクチン接種対策事業  21,932 千円 

 



令和３年度当初予算説明書 

課名【  保健福祉課  】 

(№３) 

事 業 名 権利擁護サポートセンター事業負担金  (予算書 46 ページ) 

事業内容 １ 権利擁護サポートセンターとは 

・高齢の方や障害のある方が、その人らしく住み慣れた地域で暮らし続

ける権利を守るための支援をする機関。 

 

2 業務内容 

 ・高齢の方や障害のある方の権利擁護に関する相談の解決支援 

 ・成年後見制度の利用支援 

   ※成年後見とは、対象者の方の生活、医療、介護、福祉サービスの  

利用がスムーズにいくよう保護すること 

 ・困難事例に関する医療、介護、福祉等の専門職の相談支援 

 ・後見人等として活動されている方の相談支援 

・高齢者および障害者の権利擁護に関する普及啓発および研修に関す

る支援 

・地域の権利擁護支援の担い手の養成および活動に関する支援 

 

3 体制 

  ・１市４町で設置 

  ・均等割（15％）+人口割（85％）で算出 

 

《過年度との比較》 

【令和３年度予算額】 

歳入 障害者地域生活支援事業補助金 275 千円国庫補助金(予算書 17 ページ) 

   障害者地域生活支援事業補助金 137 千円県補助金 (予算書 19 ページ) 

歳出 権利擁護サポートセンター事業負担金 1,763 千円 

 

 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【 保健福祉課 】 

(№１) 

事 業 名 介護保険事業特別会計 

事業内容 令和３年度 当初予算額 880,955 千円 9,037 千円増 1.0％増 

 

介護保険制度は、平成１２年４月から始まり、介護サービスを提供するた

めの公的保険制度であり、施設に入所した時だけでなく、在宅で受ける入

浴や家族支援などもサービスの対象となる。 

介護保険のサービス提供に要する費用は、利用者の自己負担を除き、約半

分が国や自治体が負担する公費で、残りの半分が 40 歳以上の被保険者の

保険料でまかなわれている。 

介護が必要と認定された時に、費用の１割～３割を負担いただき、介護サ

ービスを利用する仕組みである。 

 

（令和２年１０月１日現在） 

65 歳以上の人口 2,264 人 認定者数 431 人 認定率 19.0％ 

40 歳から 64 歳認定者数 13 人 

標準保険料（第５段階） 6,800 円/月 

（令和３度から５年度） 

標準保険料（第５段階） 6,900 円/月 （100 円/月の増） 

 

《過年度との比較》 

【令和２年度予算】 871,918 千円（当初） 

 【令和３年度予算】 

保険給付費 815,874 千円（9,889 千円増） 

介護サービス等諸費 748,100 千円（8,500 千円増） 

うち、居宅介護サービス給付費 9,400 千円増 

地域密着型サービス   1,400 千円減  等 

 

 

 

         

 

 

 

 



令和３年度当初予算説明書 

課名【  産業課  】 

(№１) 

事 業 名 除草工事  （予算書 62 ページ） 

事業内容 コロナ対策事業として実施 

ため池周辺の維持管理を目的として除草工事の実施 

（予算内訳） 

130 万円×5 箇所  ※130 万円以下の随意契約（町内事業者限定） 

《過年度との比較》 

新規事業 

(№2) 

事 業 名 不動産鑑定委託  （予算書 63 ページ） 

事業内容 道の駅第３ステージとして令和２年より「防災道の駅」認定制度が導入さ

れ、甲良町の道の駅が候補地として、滋賀県より近畿地方整備局へ推薦中。 

 

防災道の駅に認定 → 土地の調査（取得等）の費用 

（予算内訳） 

用地取得 2,600 ㎡分として計上 

《過年度との比較》 

新規事業 

 (№3) 

事 業 名 甲良町新しい生活・産業様式支援交付金  （予算書 64 ページ） 

事業内容 コロナ対策事業として実施 

町内中小企業等が、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、事業所内の 

感染リスクを下げ安心して事業が継続できる環境を整えるための物品購入

および設備投資（R3.4.1 以降に発生する費用）に対し、最大 10 万円を交

付する。 

（予算内訳） 

100 千円×200 社＝2,000 千円 

《過年度との比較》 

新規事業 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【建設水道課】 

(№１) 

事 業 名 甲良町耐震改修促進計画更新業務委託  （予算書 65 ページ） 

事業内容 建築物の耐震改修の促進に関する法律第６条に規定に基づき、町内の耐

震診断および耐震改修の計画的かつ総合的な促進を行う為、甲良町耐震改

修促進計画の更新を行うものであります。 

 ・予定計画期間   令和３～７年度の５年間 

 ・予定対象建築物  住宅、特定既存耐震不適格建築物、防災上重要な町

有建築物 

※計画策定が木造住宅耐震補強等の国・県費の補助要件 

《過年度との比較》 

平成２０年３月 計画策定     決算額   12,390 千円     

平成２７年３月 計画見直し    決算額     810 千円   

令和３年度予算 4,499 千円 

(№２) 

事 業 名 地籍調査業務委託  （予算書 66 ページ） 

事業内容 国土調査法(昭和２６年法律第１８０号)に基づき、一筆ごとの土地の所

有者、地番、地目を調査し、境界位置と面積測量を実施し、その結果に基

づき地籍図、地籍簿の作成を行う。 

 

実施工区   在士工区(一筆地調査) 

  北落第一工区(認証) 

長寺西第５工区・長寺西第６工区(認証) 

 ※令和４年度は下之郷、池寺工区を予定 

《過年度との比較》 

 令和元年度 決算額 13,657 千円 

 令和２年度 予算額 10,380 千円  

 令和３年度 予算額 13,350 千円 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【建設水道課】 

(№１) 

事 業 名 水道事業会計  （予算書 4 ページ） 

事業内容 水道基本料金減免 令和３年度予算 17,600 千円 

新型コロナウイルス感染防止のため外出自粛等に伴う生活支援及び経済

的負担の軽減から、甲良町水道事業給水条例第３３条の規定に基づき、水

道料金の内「基本料金」部分を減額する。 

・減免期間   ４月～７月利用分(４カ月) 

・対象者    開栓者２，７４１件   

※休栓者や臨時使用者（２８５件）は対象外 

※地方創生臨時交付金事業として一般会計４.衛生費３.上水道費１.上水

道費２７.繰出金(予算書５９ページ)から補填 

《過年度との比較》 

・令和２年度 

 ６月～１１月利用分(６カ月分)  １６，０９２件  26,161 千円 

          １カ月平均      ２，６８２件   4,360 千円 

※２月～３月利用分についても減免予定 

(№２) 

事 業 名 下水道事業会計  （予算書 8 ページ） 

事業内容 公共下水道面整備工事 令和３年度予算 18,800 千円 

公衆衛生の向上および町の健全な発展に寄与し、公共用水域の水質保全を

目的に行う下水道事業において、町内６カ所あるマンホールポンプの内２

基の改築および面整備を行う。 

・工事場所    長寺西地先 

※他４基(呉竹地先は令和元年度・小川原地先は令和２年度で改築更新済) 

《過年度との比較》 

 

令和２年度予算額 13,634 千円 

実施場所 小川原地先２基 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【  人権課  】 

(№１) 

事 業 名 住宅新築資金等貸付事業  （予算書 23 ページ・68 ページ） 

事業内容 町が公共事業として、借受人に貸し付ける資金を金融機関から借入れ、低

金利で貸付を行ったもの。償還期間は２５年。最終貸付は平成６年１０月。 

未収金 令和元年度決算：134,307 千円  

２年度決算見込：125,790 千円（利息分調定変更 5,998 千円） 

《過年度との比較》 

債権回収業務の弁護士委託件数は令和２年度 16 件、令和３年度 15 件。 

旅費、事務費、切手、郵送料等 198 千円。 

令和３年度委託着手金および実費 5,700 千円。 

令和元年・２年度委託分の成功報酬等のうち３年度支払見込 4,195 千円。 

(№２) 

事 業 名 住宅管理事業  （予算書 15 ページ・67 ページ） 

事業内容 公営住宅法、住宅地区改良法に基づく住宅の適正な管理。令和２年度は不

正使用等の解消により、３件の入居者募集が実施できた。３年度は２件を

予定している。また、明渡訴訟４件が係属している。古い物件は用途廃止

し売却が合理的。 

 

未収金 令和元年度決算：23,613 千円  

令和２年度決算見込：20,322 千円 

 

 

《過年度との比較》 

令和２年度は、３か月以上滞納がある入居者のほとんどが分納に至った。このため、

現年家賃の収納率は近々100％になる想定。 

令和３年度修繕料 3,111 千円 弁護士委託 2,570 千円（新規明渡１件、過年度事件報

酬４件） 登記委託 2,348 千円（公営住宅譲渡準備） 鑑定委託 2,200 千円（譲渡） 

補償費 5,600 千円（譲渡） 

 

  



令和３年度当初予算説明書 

課名【 教育委員会 】 

(№１) 

事 業 名 甲良町児童クラブ運営業務委託  （予算書 55 ページ） 

事業内容 令和３年４月１日から令和６年３月３１日までの３年間、甲良東児童クラ

ブおよび甲良西児童クラブの業務運営をシダックス大新東ヒューマンサ

ービス株式会社に委託する。 

児童クラブの管理運営に際しては、甲良町の関係条例や規則および甲良町

教育基本方針を十分に理解いただき管理運営を行う。 

また、常に教育委員会（支援センター）と連携を図りながら、業務を行う。 

《過年度との比較》 

令和２年度当初予算額 26,430 千円 

令和３年度当初予算額 34,326 千円（内委託金：32,827 千円） 

(№２) 

事 業 名 英語指導助手派遣業務委託  （予算書 73 ページ） 

事業内容 小・中学校が実施する英語授業に外国人指導員を東西小学校に１名および

中学校に１名配置する。 

 

①東西小学校は、令和元年度までアルト・カミンスキーを配置し、令和２

年度から㈱インタラックに委託。 

 ②中学校は、令和２年７月まで滋賀県が推奨するＪＥＴプログラムを活用

し外国人指導員を配置。８月から㈱インタラックに委託。 

《過年度との比較》 

令和２年度当初予算額  9,899 千円（小:5,016 千円・中:1,803 千円+3,080 千円） 

令和３年度当初予算額 10,032 千円（小:5,016 千円・中:5,016 千円） 

 



令和３年度当初予算説明書 

課名【 教育委員会 】 

(№３) 

事 業 名 ＩＣＴ支援員派遣業務委託  （予算書 73 ページ） 

事業内容 学校ＩＣＴ化を支援するため、ＩＣＴ環境の設計や使用マニュアルの作成

のほか、オンラインによる学習実施に関する支援を行う。 

・オンライン学習時のシステムサポート 

・通信環境の確認 

・使用方法の検討 

・端末の使用方法に関する研修 

 

※国庫補助あり（補助率等は未定） 

《過年度との比較》 

 

 新規事業 

(№４) 

事 業 名 施設修繕工事  （予算書 74 ページ） 

事業内容 主な工事は、小・中学校体育館等のＬＥＤ化改修工事 

①甲良中学校体育館：16,386 千円（国庫補助 1/3：5,462 千円） 

 ②東小学校体育館 ：14,784 千円 

 ③西小学校夢空館 ：15,524 千円 

 

※ 中学校駐輪場コンクリートブロック改修工事 

  東西保育センターフェンス修繕工事 

《過年度との比較》 

 

新規事業 

 



《 参考 》 『財政用語の説明』
一 般 会 計 ︓ 予算単一主義の原則に基づき中⼼的な会計として編成される、町税（町⺠

税や固定資産税など）を主な財源として、社会福祉・保健衛生・環境保全・
道路建設・消防防災・教育や⽂化の振興などの事業を⾏う会計です。

特 別 会 計 ︓ 特定の歳⼊（国⺠健康保険税など）をもって特定の歳出（保険給付費な
ど）に充て、一般の歳⼊歳出と区分して経理するための会計。墓地公園事業
会計は普通会計に属する特別会計で、法律で特別会計とすることが決められ
ている国⺠健康保険会計などの公営事業会計、さらには⽔道事業会計のよ
うな公営企業会計に区分されます。

公 営 事 業 会 計 ︓ 地⽅財政法等の規定により、いずれの団体も特別会計を設けてその経理を⾏
わなければならないとされる公営企業や公営事業のための会計。
次のように分類されます。
①公営企業会計　　②国⺠健康保険事業、介護保険事業会計等
③上記①及び②の事業以外の事業で地⽅公営企業法の全部又は一部を
適用している事業

公 営 企 業 会 計 ︓ 公営事業会計のなかでも独⽴採算を基本とし、地⽅公営企業法の全部又は
一部の適用を受けて設置する会計を公営企業会計といいます。甲良町では、
⽔道事業と下⽔道事業に企業会計を設置しています。

普 通 会 計 ︓ 個々の地⽅公共団体ごとに各会計の範囲が異なっているため、財政状況の
統一的な掌握および⽐較が困難であることから、地⽅財政統計上便宜的に
用いられる会計区分のことで、一般会計と特別会計のうち公営事業会計以
外の会計をまとめたもの。甲良町では一般会計、墓地公園会計を合算したも
のとなります。

【会計区分イメージ図】

特別会計

公営事業会計

・国民健康保険特別会計

・介護保険事業特別会計

・後期高齢者医療事業特別会計

公営企業会計

・水道事業会計

・下水道事業会計

普通会計

普通会計に属する特別会計

・墓地公園事業特別会計

一般会計



標 準 財 政 規 模 ︓ 各⾃治体が合理的で妥当な⽔準で⾏政サービスを実施するために必要となる
一般財源の全国的にみた標準的な額で、全国一律の算出⽅法に基づき、毎
年度、普通地⽅交付税の算定時に算出されます。

基 準 財 政 収 ⼊ 額 ︓ 普通地⽅交付税の算定に用いるもので、標準的な状態において徴収が⾒込
まれる税収⼊等を基準財政収⼊額といい、市町村分にあっては、税収⾒込
額の75%と各譲与税収⼊⾒込額で計算します。

基 準 財 政 需 要 額 ︓ 普通交付税の算定基礎となるもので、⾃治体が合理的かつ妥当な⽔準にあ
る⾏政運営を⾏い、又は施設を維持するために必要となるであろう⾦額を一
定の⽅法によって合理的に算出した額。

財 政 ⼒ 指 数 ︓ 地⽅公共団体の財政⼒を⽰す指数で、数値が１に近いほど財政⼒が豊かと
判断されます。（基準財政収⼊額÷基準財政需要額で求め、過去３ヶ年の
平均値）

実 質 収 支 ⽐ 率 ︓ 標準財政規模に対する実質収支額（歳⼊歳出差引額から翌年度へ繰越
すべき財源を控除した決算額）の割合

積⽴⾦現在高⽐率 ︓ 標準財政規模に対する財政調整基⾦、減債基⾦及びその他特定目的基⾦
の積⽴現在高の割合

地 ⽅ 債 現 在 高 ︓ 各年度末における町債の未償還元⾦（借⼊れた元⾦のうち、返済が済んで
いない）額

地⽅債現在高⽐率 ︓ 標準財政規模に対する地⽅債の未償還元⾦額の割合

実 質 公 債 費 ⽐ 率 ︓ 普通会計の一般財源に占める公債費(下⽔道事業会計・一部事務組合の
公債費負担分を含む)の割合を指し、当該年度以前３ヶ年の平均数値で、
18％を超えると新たな町債の発⾏に制限がかかります。

公 債 費 負 担 ⽐ 率 ︓ 公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合

経 常 収 支 ⽐ 率 ︓ 財政構造の弾⼒性を測定する⽐率で、⼈件費、扶助費、公債費等の義務
的性格の経常経費に、町税、地⽅交付税を中⼼とする経常一般財源収⼊
がどの程度充当されているかの⽐率

将 来 負 担 ⽐ 率 ︓ 一般会計等が将来負担すべき実質的な債務残高（＝公営事業会計＋一
部事務組合等＋地⽅公社・第三セクター等の分を含む）が標準財政規模の
何倍あるかを⽰す⽐率。350％を越えると早期健全化団体となり、財政健全
化の手順とその実施状況を知事、議会へ報告し公表する必要が出てきます。

総 計 予 算 主 義
の 原 則

︓ 「一会計年度における一切の収⼊及び支出は、すべてこれを歳⼊歳出予算に
編⼊しなければならない（地⽅⾃治法第210条）」と定められており、歳⼊と
歳出のそれぞれの総額を計上することで予算の全体を明らかにすることが原則
となっているため、収⼊と支出を相殺し純収⼊だけを計上する「純計予算主
義」はとっていません。



予 算 単 一 主 義
の 原 則

︓ 予算はできるだけ議会の審議および住⺠の理解の上からも⾒やすく、歳⼊歳
出が単一のものが望ましいため、一般会計に重点がおかれて編成されていま
す。ただし、例外として特別会計が設けられています。

予 算 統 一 の 原 則 ︓ 地⽅公共団体の予算は規模が⼤きく複雑なため、法令により定められた基準
に基づいて区分するように定められています。「歳⼊にあっては、その性質に従っ
て款に⼤別し、かつ、各款中においてはこれを項に区分し、歳出にあっては、そ
の目的に従ってこれを款項に区分しなければならない。（地⽅⾃治法第211
条）」

予 算 事 前 議 決
の 原 則

︓ 当初予算は年度開始前に議会議決を経るものとされているため、町⻑は翌年
度の予算案を年度開始の20⽇前までに議会に提出することが義務付けられ
ています（地⽅⾃治法第211条）。

予 算 公 開 の 原 則 ︓ 予算が議会で議決されると、議⻑は３⽇以内に町⻑に通知して、町⻑はその
内容を住⺠に公表すること（地⽅⾃治法第219条）となっているほか、年２
回以上財政状況を公表するように定められています（地⽅⾃治法第243条
の3）。甲良町では町広報４⽉臨時号において当初予算概要を、５⽉と１
１⽉に財政事情を公表しています。

会 計 年 度 独 ⽴
の 原 則

︓ 「各会計年度における歳出は、その年度の歳⼊をもって、これに充てなければ
ならない（地⽅⾃治法第208条）」と定められているため、当年度の歳出を
翌年度の歳⼊で支出したりすることは禁じられており、５⽉末までの出納閉鎖
期間で整理し他の年度に影響を及ぼさないこととされています。ただし、例外と
して繰越明許費などがあります。

繰 越 明 許 費 ︓ 事業の性質上、又は予算成⽴時期などの理由によって年度内に支出を終わ
らない⾒込みのものについて、議会に限度額の議決を得て翌年度に限り繰り
越して使用することができる制度、またはその⾦額のことをいいます。天災など避
けがたい理由によって、年度内に支出が終わらなかった場合は事故繰越として
分類して議会へ事後報告することになっています。

一 般 財 源 ︓ 使い道が特定されず、どのような目的にも使用できる財源（町税、地⽅交付
税、地⽅譲与税など）です。そのうち経常的に収⼊される歳⼊から特別交付
税などを除いたものは経常一般財源と分類されます。

特 定 財 源 ︓ 一般財源とは逆に、道路建設や福祉事業に使用するなど使い道が特定され
ている財源（国庫支出⾦、県支出⾦、町債など）を⾔います。

基 ⾦ ︓ 特定の目的のために財産を維持し、資⾦を積み⽴て、又は定額の資⾦を運
用するために設けられる資⾦又は財産で、次のような分類があります。
①財政調整基⾦　年度間の財源の不均衡を調整するために積み⽴て経済
事情の変動等で財源が不⾜する場合の財源として利用する基⾦
②減債基⾦　地⽅債の償還を計画的に⾏うために資⾦を積み⽴てた基⾦
③特定目的基⾦　教育や⽂化振興など特定の目的のために積み⽴てた基
⾦。甲良町では一般会計で７基⾦を積み⽴てています。
その他定額で運用している基⾦として⼟地開発基⾦があります。



１．当初予算性質別経費 （単位：千円、％）

構成比 構成比 構成比 伸び率

19.27 17.93 24.01 37.66

9.01 9.02 8.53 △ 2.86

9.82 9.28 8.45 △ 6.35

38.10 36.23 40.99 16.30

24.42 25.78 25.00 △ 0.35

0.86 0.92 0.87 △ 1.95

13.58 13.72 13.24 △ 0.79

38.86 40.42 39.11 △ 0.53

5.67 7.06 5.81 △ 15.39

0.00 0.00 0.00 0.00

5.67 7.06 5.81 △ 15.39

2.60 1.60 1.50 △ 3.52

0.00 0.00 0.00 0.00

0.13 0.04 0.01 △ 81.41

14.54 14.55 12.51 △ 11.63

0.10 0.10 0.08 △ 17.50

17.38 16.30 14.10 △ 11.05

100.00 100.00 100.00 2.80

△ 71,851

差引

269,315

△ 10,291

△ 23,486

235,538

△ 3,552

△ 712

△ 4,316

281,423

111,800

区      分

計

計

計

計

合   計

△ 43,307

0

△ 43,307

△ 2,248

0

△ 1,384

△ 67,519

△ 700

316

512,925

3,300

578,091

4,100,240

649,942

3,988,440

R2

984,469

349,593

346,447

1,680,509

1,024,864

35,875

542,760

1,603,499

238,116

25

238,141

61,550

0

1,444,971

1,028,416

36,587

547,076

△ 8,5801,612,079

H30 R1

715,154

359,884

369,933

義務的経費

一般行政経費

投資的経費

その他経費

人件費

扶助費

公債費

物件費

維持補修費

補助費等

繰出金

予備費

建設事業費

災害復旧費

積立金

投資/出資金

693,181

3,989,000

768,645

359,395

391,735

1,519,775

973,991

34,161

541,805

1,549,957

226,062

貸付金

580,444

4,000

25

226,087

103,852

0

5,200

580,129

4,000

25

281,448

63,798

0

1,700


